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１．建設業における働き方改革
・週休2日工事
・ICT活用工事

２．安全管理の強化について

３．遠隔臨場について

４. 入札制度の一部見直しについて
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１.建設業における働き方改革について
・週休2日工事
・ICT活用工事
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週休２日工事について

4

週休２日工事を推進し、担い手の確保、
若手技術者の離職防止、職場環境の改善を。

建設業で働く方の時間外労働の上限規制
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週休２日工事実施要領について
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 県土整備部が発注する建設工事が対象

ただし、以下工事は除く
・単価契約
・随意契約※
・営繕関係
・週休2日交替制工事※

週休２日工事実施要領

【対象工事】 ＜実施要領2．＞

※社会的要請や現場条件の制約等により現場閉所を行うことが困難な工事は、「週休
２日交替制工事」で発注

他産業と遜色ない建設業の働き方の実現に向け、「完全週休２
日（土日）」の取組を取り入れ、建設現場の就労環境の改善を
図るとともに、若手入職者の確保・育成を促進する。

【目 的】 ＜実施要領１．＞
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 「完全週休２日（土日）」
評価期間が７日以上の工事において、評価期間の全ての週の土日で現場閉所を
行ったと認められる状態。受注者の責によらず※土日に施工を行わざるを得ない場
合は、事前に協議した上で、土日に代わる現場閉所日を指定した場合も「完全週
休２日（土日）」を達成

 「月単位の週休２日」
評価期間において、２８日（４週）を１期間として全ての期間単位で４週８休
以上の現場閉所を行ったと認められる状態

 「通期の週休２日」
評価期間において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態

【用語の定義】 ＜実施要領3．＞

※天候によるものを含む

週休２日工事実施要領
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 工事着手日（現場事務所等の設置または測量等の実際の工事の
ための準備工事に着手した日）から現場完成日（現場作業が完
了した日（出来形管理の測量、後片付けは除く））までの期間

ただし以下の期間を除く。
・年末年始６日間および夏季休暇３日間
・工場製作のみを実施している期間および工事全体を一時中止
している期間
・発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間
・受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間
・空港事業（「空港土木請負工事積算基準」に基づく工種区
分により間接工事費を積算した工事）の場合は、空港の運用
制限により作業が中止となった期間

【対象期間】 ＜実施要領3．＞

週休２日工事実施要領
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【今回の主な改定内容】
 空港事業、港湾事業及び漁港事業以外の事業で補正係数によ
る補正を廃止

 空港事業、港湾事業及び漁港事業で労務費に係る補正係数の
削除

【完全週休２日（土日）】 【完全週休２日（土日）】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 ー 労務費 ー ー ー

共通仮設費率 1.02 ー 共通仮設費率 ー ー 1.02

現場管理費率 1.03 ー 現場管理費率 ー ー 1.03

【月単位の週休２日】 【月単位の週休２日】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 1.02 労務費 ー ー ー

共通仮設費率 1.01 1.02 共通仮設費率 ー 1.02 1.01

現場管理費率 1.02 1.03 現場管理費率 ー 1.03 1.02

R8.7.15～現 行

補正係数 補正係数

補正係数補正係数

＜実施要領６．別紙１＞

週休２日工事実施要領
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 工事発注時
空港事業は「完全週休２日（土日）」を達成した場合の補正係数、また港湾事
業及び漁港事業は「月単位の週休２日」を達成した場合の補正係数を各経費に
乗じた予定価格を作成する。空港・港湾・漁港事業以外の事業は補正係数によ
る補正を行わない。

 工事契約後
発注者は、初回打合せ時に「完全週休２日（土日）」（港湾事業及び漁港事
業は「月単位の週休２日」）に取り組む工事であることや、空港・港湾・漁港事業
においては達成できない場合の減額金額を工事打合せ簿で受注者に通知する。

 工事着手後から竣工まで
完全週休２日（土日）の取り組みにあたって、受注者の責によらず土日に施工を
行わざるを得ない場合は、事前に協議した上で、土日に代わる現場閉所日を指定
する。土日に代わる現場閉所日を指定する場合は同一の週で指定し、１週間に
２日間以上の現場閉所を行う。１週間は「月曜日から日曜日まで」を基本とする
。

【実施の流れ】＜実施要領5．＞

週休２日工事実施要領
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「完全週休２日（土日）」（港湾事業及び漁港事業は「月単位の
週休２日」）の達成が確認できる場合は、和歌山県県土整備部工
事成績評定にて加点。

初回打合せ時において、受注者側に「月単位の週休２日」（港湾
事業及び漁港事業は「通期の週休２日」）に取り組む姿勢が明らか
に見られなかった場合は、必要に応じ、和歌山県県土整備部工事成
績評定にて減点。

完全週休２日（土日）（港湾事業及び漁港事業は「月単位の週
休２日」）に関する点数を減ずる措置は行わない。

【工事成績評定】 ＜実施要領７．＞

週休２日工事実施要領
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10/30 10/31 11/1 11/2 11/3 11/4

11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10 11/11

11/12 11/13 11/14 11/15 11/16 現場閉所 11/17 現場閉所 11/18

11/19 11/20 11/21 11/22 11/23 現場閉所 11/24 現場閉所 11/25

11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 現場閉所 12/1 現場閉所 12/2

12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 現場閉所 12/8 現場閉所 12/9

12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 現場閉所 12/15 現場閉所 12/16

12/17 12/18 12/19 12/20 12/21 現場閉所 12/22 現場閉所 12/23

祝日（作業日） 12/24 12/25 12/26 12/27 12/28 現場閉所 12/29 年末年始休暇 12/30

年末年始休暇 12/31 年末年始休暇 1/1 年末年始休暇 1/2 年末年始休暇 1/3 年末年始休暇 1/4 現場閉所 1/5 現場閉所 1/6

1/7 1/8 1/9 1/10 1/11 現場閉所 1/12 現場閉所 1/13

祝日（作業日） 1/14 1/15 1/16 1/17 1/18 現場閉所 1/19 現場閉所 1/20

1/21 1/22 1/23 1/24 1/25 現場閉所 1/26 現場閉所 1/27

1/28 1/29 1/30 1/31 2/1 現場閉所 2/2 現場閉所 2/3

2/4 2/5 2/6 2/7 2/8 現場閉所 2/9 現場閉所 2/10

祝日（作業日） 2/11 2/12 2/13 2/14 2/15 現場閉所 2/16 現場閉所 2/17

2/18 2/19 2/20 2/21 2/22 現場閉所 2/23 現場閉所 2/24

2/25 2/26 2/27 2/28 3/1 現場閉所 3/2 現場閉所 3/3

3/4 3/5 3/6 3/7 3/8 3/9 3/10

火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日月曜日

契約日 工期開始日

休日 休日

現場着手日 休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日

休日 休日

休日

休日 休日

休日

休日

休日 休日

休日

休日

休日 休日

休日

休日

完成日 工期末

休日
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【完全週休２日（土日）の確認及び評価方法】＜実施要領８．＞

評価期間と対象期間は同じ

工事着手日から評価の対象とする。
工事着手日とは、実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量）に着手した日とする。

評価期間の全ての週で、土日の現場閉所を行って
おり、 「完全週休２日（土日）」達成

：評価期間

：対象期間

週休２日工事実施要領
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【月単位の週休２日の確認及び評価方法（１）】 ＜実施要領８．＞

工事着手日から評価の対象とする。
工事着手日とは、実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量）に着手した
日とする。

月単位:4週８休未満の期間有り。
通期:（９＋８＋９＋８＋７＋９＋８）／７＝８.２
⇒４週８休について「月単位」は未達成、
のため、補正係数を計上しない。

現場完成日が属する期間の１期間前の末
日までを評価期間を対象とする。
現場完成日とは、現場での作業（出来形
管理の測量、後片付けは除く）が完了し
た日とする。

：評価期間

：対象期間

週休２日工事実施要領
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【月単位の週休２日の確認及び評価方法（２）】 ＜実施要領８．＞

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 11/13 11/14 11/15 11/16 現場閉所 11/17

現場閉所 11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日（現場閉所） 11/23 現場閉所 11/24

現場閉所 11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 現場閉所 12/1

現場閉所 12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 現場閉所 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15
休日⑨

現場完成日（施工完了） 出来形測量 工事看板撤去 工事完成日 工期末日

休日⑦ 施工 施工 施工 休日⑧ 施工

休日④

休日⑤ 施工 施工 施工 施工 施工 休日⑥

休日② 施工 施工 施工 施工 休日③

工事着手日（現場測量） 施工 施工 施工 施工 休日①

工事看板設置

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日
までは対象外

（対象期間が7日以上28
日未満の場合）
１期間目
⇒ １週４休
２期間目
⇒ １週３休
３期間目
⇒ 評価対象外

工事着手日から現場完成日が属する期間の１期間前の
末日までが評価対象
２週７休を４週に換算し、４週１４休
⇒４週８休以上のため、「月単位」達成とみなす

２８日（４週）のため、対象期間を評価期間とする
➣ ４週９休（４週８休以上）のため、「月単位」達成とする

（対象期間が28日の場合）
１期間目
⇒ １週２休
２期間目
⇒ １週３休
３期間目
⇒ １週２休
４期間目
⇒ １週２休

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所（雨天） 11/13 現場閉所（雨天） 11/14 11/15 11/16 現場閉所 11/17

現場閉所 11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日(現場閉所） 11/23 現場閉所 11/24

現場閉所 11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15
工事完成日 工期末日

休日⑥

休日⑦ 施工 施工 現場完成日（施工完了） 出来形測量 工事看板撤去

休日④ 施工 施工 施工 施工 休日⑤

工事着手日（現場測量） 休日① 休日② 施工 施工 休日③

工事看板設置

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

：評価期間

：対象期間

週休２日工事実施要領
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【月単位の週休２日の確認及び評価方法（２）】 ＜実施要領８．＞

：評価期間

：対象期間

（対象期間が７日未満
の場合）
⇒ ４日１休

評価期間の４日１休を２８日（４週）に換算し、
４週７休
⇒４週８休未満のため、未達成とみなす

評価期間の５日２休を２８日（４週）に換算し、
４週１１休
⇒４週８休以上のため、「月単位」達成とみなす

（対象期間が７日未満
の場合）
⇒ ５日２休

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所 11/13 11/14 現場閉所 11/15 11/16 11/17

11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日 11/23 11/24

11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日（現場測量） 休日① 施工 休日② 現場完成日（施工完了）

工事看板設置

工事完成日

出来形測量 工事看板撤去

工期末日

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所 11/13 11/14 11/15 11/16 11/17

11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日 11/23 11/24

11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日（現場測量） 休日① 施工 現場完成日（施工完了）

工事看板設置

工事完成日

出来形測量 工事看板撤去

工期末日

週休２日工事実施要領
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週休２日交替制工事実施要領について

16
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災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要がある工
事等（随意契約工事等）社会的要請や現場条件の制約等に
より、現場閉所を行うことが困難な工事を対象

ただし、以下工事は除く
・単価契約
・営繕関係
・港湾漁港関係

【対象工事】 ＜実施要領2．＞

休日確保に向けた環境整備として、休日に作業が必要な工事に
おいても、現場代理人や技術者及び技能労働者が適切に休日
の確保ができるよう、建設現場の週休２日の実現に取り組む

【目 的】 ＜実施要領１．＞

週休２日交替制工事実施要領
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 「完全週休２日（交替制）」
評価期間が７日以上の工事において、７日を１期間として評価期間の全ての期
間単位で、対象者※１が交替しながら２日間以上の休日※２を確保する取組

 「月単位の週休２日（交替制）」
評価期間において、２８日（４週）を１期間として全ての期間単位で、対象者が
交替しながら４週８休以上の休日を確保する取組、または評価期間が２８日（
４週）未満の工事においては２８日（４週）に換算して４週８休以上の休日
を確保する取組

 「通期の週休２日（交替制）」
評価期間において対象者が交替しながら４週８休以上の休日を確保する取組

【用語の定義】 ＜実施要領3．＞

※１ 対象者とは、施工体制台帳上の元請け及び下請けの全ての技術者及び技能労働者で
、当該工事に一時的に従事した技術者及び技能労働者は対象外とする。

※２ 休日とは、技術者及び技能労働者毎に本工事で作業（出勤）していない日をいう。

週休２日交替制工事実施要領
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 工事着手日（現場事務所等の設置または測量等の実際の工事の
ための準備工事に着手した日）から現場完成日（現場作業が完
了した日（出来形管理の測量、後片付けは除く））までの期間

 受注者の責によらず交替制による週休２日の実施が困難な期間は
含まない

【対象期間】 ＜実施要領3．＞

週休２日交替制工事実施要領
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【今回の主な改定内容】
 空港事業以外の事業で補正係数による補正を廃止
 空港事業で労務費に係る補正係数の削除

【完全週休２日（交替制）】 【完全週休２日（交替制）】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 ー 労務費 ー ー ー

現場管理費率 1.03 ー 現場管理費率 ー ー 1.03

【月単位の週休２日（交替制）】 【月単位の週休２日（交替制）】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 ー 労務費 ー ー ー

現場管理費率 1.02 ー 現場管理費率 ー ー 1.02

補正係数

補正係数

現 行 R8.7.15～

補正係数

補正係数

＜実施要領６．別紙１＞

週休２日交替制工事実施要領
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 工事発注時
空港事業は「完全週休２日（交替制）」を達成した場合の補正係数を各経費
に乗じた予定価格を作成する。ただし、評価期間が７日に満たない工事は「月単
位の週休２日（交替制）」を達成した場合の補正係数とする。その他の事業は
補正係数による補正を行わない。

 工事契約後
発注者は、初回打合せ時に「完全週休２日（交替制）」（評価期間が７日に
満たない工事は「通期の週休２日（交替制）」）に取り組む工事であることや、
空港事業においては達成できない場合の減額金額を工事打合せ簿で受注者に通
知する。

 工事着手後から竣工まで
工事契約後、週休２日対象期間としていた期間において、受注者の責によらず交
替制による週休２日の実施が困難な期間が生じる場合は、受発注者間で協議し
て交替制による週休２日の対象外とする作業と期間を決定する。ただし、交替制
による週休２日の対象外とする期間は災害対応等のやむを得ない期間に限定す
ること。

【実施の流れ】＜実施要領5．＞

週休２日交替制工事実施要領
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「完全週休２日（交替制）」の達成が確認できる場合は、和歌山
県県土整備部工事成績評定にて加点。

初回打合せ時において、受注者側に「月単位の週休２日（交替制
）」（評価期間が７日に満たない工事は「通期の週休２日（交替
制）」）に取り組む姿勢が明らかに見られなかった場合は、必要に応
じ、和歌山県県土整備部工事成績評定にて減点。

完全週休２日（交替制）（評価期間が７日に満たない工事は「
月単位の週休２日（交替制）」）に関する点数を減ずる措置は行
わない。

【工事成績評定】 ＜実施要領７．＞

週休２日交替制工事実施要領
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評価期間の全ての期間単位（７日）で、
技術者及び技能労働者が２日以上の休日を
確保しているため、「完全週休2日（交替制）」を達成 23

【完全週休２日（交替制）の確認及び評価方法】 ＜実施要領８．＞

：評価期間

：対象期間

期間 休日日数
10/30 10/31 11/1 11/2 11/3 11/4 11/5

毎日のメ
モ 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10 11/11 11/12

毎日のメ
モ 11/13 11/14 11/15 11/16 11/17 11/18 11/19

１期間 2
11/20 11/21 11/22 11/23 11/24 11/25 11/26

２期間 2
11/27 11/28 11/29 11/30 12/1 12/2 12/3

３期間 2
12/4 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9 12/10

４期間 2
12/11 12/12 12/13 12/14 12/15 12/16 12/17

５期間 2
12/18 12/19 12/20 12/21 12/22 12/23 12/24

６期間 2
12/25 12/26 12/27 12/28 12/29 12/30 12/31

７期間 2
1/1 1/2 1/3 1/4 1/5 1/6 1/7

8期間 3
1/8 1/9 1/10 1/11 1/12 1/13 1/14

9期間 2
1/15 1/16 1/17 1/18 1/19 1/20 1/21

10期間 2
1/22 1/23 1/24 1/25 1/26 1/27 1/28

11期間 2
1/29 1/30 1/31 2/1 2/2 2/3 2/4

12期間 2
2/5 2/6 2/7 2/8 2/9 2/10 2/11

13期間 2
2/12 2/13 2/14 2/15 2/16 2/17 2/18

14期間 2
2/19 2/20 2/21 2/22 2/23 2/24 2/25

15期間 2
2/26 2/27 2/28 2/29 3/1 3/2 3/3

15期間 2
3/4 3/5 3/6 3/7 3/8 3/9 3/10

完成日 工期末

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日 休日

休日

休日 休日

休日

休日

休日

休日

休日

休日

休日 休日

休日

休日

日曜日 月曜日火曜日 水曜日 木曜日

現場着手日 休日

金曜日 土曜日

契約日 工期開始日

現場完成日が属する期間の１期間前の末日までを
評価期間を対象とする。
現場完成日とは、現場での作業（出来形管理の測
量、後片付けは除く）が完了した日とする。

技術者及び技術技能者ごとに作成し確認
工事着手日から評価の対象とする。
工事着手日とは、実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量）に着手した日とする。

週休２日交替制工事実施要領
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【月単位の週休２日（交替制）の確認及び評価方法（１）】

＜実施要領８．別紙２＞

月単位の週休2日（交替制）達成状況
技術者及び技能労

働者氏名
1期目 2期目 3期目 4期目 5期目 6期目 7期目 8期目

4週8休

達成状況
ア 4週9休 4週8休 4週9休 4週8休 4週7休 4週9休 4週8休 対象外 未達成

イ 4週8休 4週8休 4週8休 4週9休 4週8休 4週9休 4週8休 対象外 達成

ウ 4週8休 4週8休 4週8休 4週9休 4週8休 4週9休 4週8休 対象外 達成

エ 対象外 4週9休 4週8休 4週8休 4週8休 4週9休 4週9休 対象外 達成

技術者及び技能労働者の期間ごとの達成状況を取りまとめて集計表を作成

技術者及び技能労働者が1名でも未達成の場合は、「月単位の週休2日（交替制）」
未達成とする。

週休２日交替制工事実施要領
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【月単位の週休２日（交替制）の確認及び評価方法（２）】
＜実施要領８．別紙２＞

工事着手日から評価の対象とする。
工事着手日とは、実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量）に着手した
日とする。

月単位:4週８休未満の期間有り。
通期:（９＋８＋９＋８＋７＋９＋８）／７＝８.２
⇒４週８休について「月単位」は未達成、
のため、補正係数を計上しない。

現場完成日が属する期間の１期間前の末
日までを評価期間を対象とする。
現場完成日とは、現場での作業（出来形
管理の測量、後片付けは除く）が完了し
た日とする。

：評価期間

：対象期間

技術者及び技術技能者ごとに作成し確認

週休２日交替制工事実施要領
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【月単位の週休２日（交替制）の確認及び評価方法（３）】
＜実施要領８．別紙２＞

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 11/13 11/14 11/15 11/16 現場閉所 11/17

現場閉所 11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日（現場閉所） 11/23 現場閉所 11/24

現場閉所 11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 現場閉所 12/1

現場閉所 12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 現場閉所 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15
休日⑨

現場完成日（施工完了） 出来形測量 工事看板撤去 工事完成日 工期末日

休日⑦ 施工 施工 施工 休日⑧ 施工

休日④

休日⑤ 施工 施工 施工 施工 施工 休日⑥

休日② 施工 施工 施工 施工 休日③

工事着手日（現場測量） 施工 施工 施工 施工 休日①

工事看板設置

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日
までは対象外

（対象期間が7日以上28
日未満の場合）
１期間目
⇒ １週４休
２期間目
⇒ １週３休
３期間目
⇒ 評価対象外

工事着手日から現場完成日が属する期間の１期間前の
末日までが評価対象
２週７休を４週に換算し、４週１４休
⇒４週８休以上のため、「月単位」達成とみなす

２８日（４週）のため、対象期間を評価期間とする
➣ ４週９休（４週８休以上）のため、「月単位」達成とする

（対象期間が28日の場合）
１期間目
⇒ １週２休
２期間目
⇒ １週３休
３期間目
⇒ １週２休
４期間目
⇒ １週２休

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所（雨天） 11/13 現場閉所（雨天） 11/14 11/15 11/16 現場閉所 11/17

現場閉所 11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日(現場閉所） 11/23 現場閉所 11/24

現場閉所 11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15
工事完成日 工期末日

休日⑥

休日⑦ 施工 施工 現場完成日（施工完了） 出来形測量 工事看板撤去

休日④ 施工 施工 施工 施工 休日⑤

工事着手日（現場測量） 休日① 休日② 施工 施工 休日③

工事看板設置

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

：評価期間

：対象期間

技術者及び技術技能者ごとに作成し確認

週休２日交替制工事実施要領
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【月単位の週休２日（交替制）の確認及び評価方法（２）】
＜実施要領８．別紙２＞

：評価期間

：対象期間

（対象期間が７日未満
の場合）
⇒ ４日１休

評価期間の４日１休を２８日（４週）に換算し、
４週７休
⇒４週８休未満のため、未達成とみなす

評価期間の５日２休を２８日（４週）に換算し、
４週１１休
⇒４週８休以上のため、「月単位」達成とみなす

（対象期間が７日未満
の場合）
⇒ ５日２休

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所 11/13 11/14 現場閉所 11/15 11/16 11/17

11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日 11/23 11/24

11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日（現場測量） 休日① 施工 休日② 現場完成日（施工完了）

工事看板設置

工事完成日

出来形測量 工事看板撤去

工期末日

10/28 10/29 10/30 10/31 11/1 11/2 祝日 11/3

11/4 11/5 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

11/11 11/12 現場閉所 11/13 11/14 11/15 11/16 11/17

11/18 11/19 11/20 11/21 11/22 祝日 11/23 11/24

11/25 11/26 11/27 11/28 11/29 11/30 12/1

12/2 12/3 12/4 12/5 12/6 12/7 12/8

12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14 12/15

土曜日

契約日 工期開始日 着工前写真

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

工事着手日（現場測量） 休日① 施工 現場完成日（施工完了）

工事看板設置

工事完成日

出来形測量 工事看板撤去

工期末日

技術者及び技術技能者ごとに作成し確認

週休２日交替制工事実施要領
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ICT活用工事について

＜R8歩掛説明会＞
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建設業従事者の現状
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 ICT活用工事とは、「３次元起工測量」「３次元設計データ作成」「ICT建機によ
る施工」「３次元出来形管理等の施工管理」「３次元データの納品」の各段階で
ICT施工技術を活用する工事

 発注方式
・発注者指定Ⅰ型・・・全段階活用を指定
・発注者指定Ⅱ型・・・部分活用を指定
・受注者希望型 ・・・各段階の活用を受注者が提案して実施

土工、
導入型
作業土工（床掘）
付帯構造物設置工
法面工
地盤改良工
舗装工
河川浚渫
舗装工（修繕工）
構造物工（橋梁上部）
構造物工（橋脚・橋台）
擁壁工
コンクリート堰堤工
基礎工

実施要領の工種

ICT活用工事とは
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実施要領・積算要領の主な改定内容（１）
 土工1,000m3未満の小規模工事を対象に、
ICT活用工事（導入型）を新たに追加

対象工種:河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工

これまで

土工
・土工1,000m3以上
・土工1,000m3未満

土工
・土工1,000m3以上

導入型
・土工1,000m3未満

R8.7.15～
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実施要領・積算要領の主な改定内容（２）
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○受注者希望型

対象工事
発注
方式

④３次元
出来形管理

工事成績加点

必須
（面管理）

全面活用型

ステップアップ型 必須
（断面管理）

ファーストステップ型 必須
（断面管理）

必須
（面管理/断面管理）

必須
（面管理/断面管理）

必須
（面管理/施工履歴）

必須
（施工履歴データ）

必須
（断面管理/施工履歴）

必須
（面管理/断面管理）

○発注者指定型

発注方式 工種
④３次元

出来形管理
工事成績加点

必須
全プロセス活用

2点（0.8点）

必須項目活用
1点（0.4点）

必須

全プロセス
活用

2点（0.8点）

全プロセス
活用

2点（0.8点）

上記以外
1点（0.4点）

対象工事外で
あっても加点は

可とする。

必須

必須

必須

必須
（2次元MG建設機械）

選択

①３次元
起工測量

対象工事
②３次元設計
データ作成

③ＩＣＴ
建機施工

⑤３次元
データ納品

法面工

舗装工

河川浚渫工
（バックホウ浚渫船）

選択

導入型
※土工

1,000m3未満

必須
（単点計測技術）

必須
（単点計測技術）

発注者指定
Ⅰ型

土工
（河川土工・海岸土工・
砂防土工・道路土工）

必須

舗装修繕工（切削） 必須

コンクリート堰堤工  他

地盤改良工（安定処理・
中層混合・スラリー撹拌）

土工量2,000㎥
以上の工事

作業土工（床掘）

予定価格
1,500万円
（税抜き）

以上
の工事

ただし、事業
主管課と協議

の
整わなかった

工事を除く

受注者
希望型

選択 必須
土工（河川土工・海岸土工・

砂防土工・道路土工）

工種
①３次元
起工測量

②３次元設計
データ作成

③ＩＣＴ
建機施工

⑤３次元
データ納品

発注者指定
Ⅱ型

1,500万円以上かつ
土工量2,000㎥未満の

工事のうち、発注機関が指定
通常建機（選択）必須選択

（法面工・舗装工の試行）

必 須 （ＩＣＴ全面活用・面管理）

出来形管理用ＴＳの活用（断面管理）

選

択

必

須

必

須

選 択

必 須 （ＩＣＴ全面活用・断面管理）

R8.7.15～

実施要領・積算要領の主な改定内容（３）
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「３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用」の費用計上の考え方
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ICT活用工事の必須項目未履行について

19

ICT活用工事の必須項目を履行しなかった場合について

①「発注者指定Ⅰ型」の場合
【ICT建機費用について】

当初積算において、 ICT建機は必須項目であるため、ICT建機施工に要する費用（ICT建機賃料やシステム初
期費）を計上しており、 ICT建機施工が未履行の場合は、通常建機を使用した場合の積算に変更（減額）となり
ます。
【工事成績の減点について】

受注者の責により全ての段階（必須項目）を未履行の場合は、工事成績評定の法令順守等においてー８点
いずれかの段階（必須項目）を未履行の場合は、工事成績評定の法令順守等においてー３点

②「発注者指定Ⅱ型」の場合
【 ICT建機費用について】

当初積算において、ICT建機施工は選択項目であるためICT建機施工に要する費用を見込まず、通常建機で
の積算としていますので、 ICT建機施工未履行の場合においても変更はありません。
【工事成績の減点について】

受注者の責により
必須項目の全ての段階で未履行の場合は、工事成績評定の法令順守等においてー８点
必須項目のいずれかの段階で未履行の場合は、工事成績評定の法令順守等においてー３点

※未履行の場合の減点等について、実施要領に記載しています。
※積算内容については、ICT活用工事積算要領をご確認お願いします。
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発注機関 技術調査課 （一社）日本建設機械施工協会
施工技術総合研究所

対象工事の発注
（ICT活用工事）

受注者決定
アドバイザー活用希望の確認

アドバイザー派遣の日程調整（調整出来ない場合もあります）

アドバイザー派遣依頼（技術調査課 → 施工総研）
アドバイザー２名 １回あたり１時間程度

三者（発注者（技調）・受注者・アドバイザー）会議の実施

 対象工事受注後、施工計画確定前に実施（アドバイザーの支援を受けながら施工計画を立案）
ＩＣＴ活用の検討を通じて各現場の生産性向上を図る ⇒ 受注者の技術力向上

 各現場１回を想定（ただし、他の工事における三者会議の日程と併せて２回目以降の実施も可）
 工事完成後、受注者は報告書（アドバイスを受け改善した点、効果など）を作成し発注者に提出

アドバイザー費用の支払（技術調査課 → 施工総研）

※ 国交省のＩＣＴ関連基準作成に携
わっており、ＩＣＴ施工に精通。

※ 近畿インフラＤＸセンターＩＣＴ
活用研修講師。

※ 特定の建機メーカー、ＣＡＤソフ
トに偏らずアドバイスが可能。

※ 派遣にあたってはその都度依頼。

ICTアドバイザーによる支援ついて（１）
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ICTアドバイザーによる支援ついて（２）
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令和７年度近畿地方インフラDX大賞特別優秀賞を受賞

ICT活用工事事例について
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ICT活用工事事例について
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ICT活用工事に関するHP（１）
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ICT活用工事に関するHP（２）
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ICT活用工事に関するHP（３）
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ICT活用工事に関するHP（４）
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２．安全管理の強化について
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週休２日工事実施要領
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和歌山県

全国休業4日以上の死傷災害の推移（建設業）

出典:労働災害統計（職場のあんぜんサイト）

（人）（人）

休業４日以上の死傷災害の推移（建設業）

1
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事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

出典：グラフでみる和歌山県の労働災害 令和7年度版（和歌山労働局）

①事故発生状況（和歌山県内）

●和歌山県内の事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

2
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0

2

4

6

8
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12

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

死亡事故

（件）

（年度）

①事故発生状況（県土整備部発注工事）

県土整備部発注工事における事故発生件数の推移
（休業４日以上の死傷事故及び公衆物損事故（R7年度末時点））

R1～R6は毎年、
死亡事故が発生

事故の発生状況（県土整備部発注工事）

3



和歌山県 県土整備部

○高所からの墜落・転落の事故が多発

○労働安全衛生法等に定められた安全管理に関する
基本的事項が遵守されていない

○熱中症予防対策が十分でない。
・労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行（令和７年６月１日）
・事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防止する

ための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を新たに
義務付け

・令和８年３月に「職場における熱中症防止対策のためのガイドライン」が
公表（厚生労働省）

・交通誘導員も含め、STOP!熱中症クールワークキャンペーンにおける
ポスター、リーフレット等（厚生労働省HP等に掲載）を参考に
対策をお願いします。

事故の発生状況
県土整備部発注工事における事故の傾向

4
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高所作業とは

労働安全衛生法令では、墜落・転落による労働者の危険を
防止する措置として、高さ２メートル以上の箇所で作業を行
う場合には、作業床を設け、その作業床の端や開口部等には
囲い、手すり、覆い等を設けて墜落自体を防止することが原
則。

しかし、こうした措置が困難なときについて、労働者に要
求性能墜落制止用器具（旧:安全帯）を使用させる等、代替
の墜落防止措置が認められている。

出典:労働安全衛生法令における墜落防止措置と安全帯の使用に係る主な規定
（厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課）

墜落・転落事故防止

28
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週休２日工事実施要領

要求性能墜落制止用器具とは

○政令等の改正

・胴ベルト型安全帯による、墜落時の内臓
の圧迫や胸部等の圧迫による危険性

・国際規格等におけるフルハーネス型安全
帯の採用

・安全帯 ⇒ 墜落制止用器具に名称変更
・性能要件の見直し
・特別教育の新設

【要求性能とは】
「墜落による危険のおそれに応じた性能を
有する」の意（安衛則第130条の５）

出典:安全帯が「墜落制止用器具」に変わります!（厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署）

墜落・転落事故防止

29



和歌山県 県土整備部

熱中症について
労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行（令和7年6月1日）

熱中症予防対策の徹底

31



和歌山県 県土整備部 出典：厚労省リーフレット

熱中症予防対策の徹底

32
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熱中症予防対策の徹底

33
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熱中症について

厚生労働省のリーフレットを参考に適
切な対応をお願いします。

出典：STOP！!熱中症クールワークキャンペーン
（厚生労働省HP）

熱中症予防対策の徹底

12
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熱中症予防対策の徹底

13

R8.7.15～
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週休２日工事実施要領

1-1-1-40 施工時期及び施工時間の変更（抜粋）

２．休日または夜間の作業連絡
受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場

合で、官公庁の休日または夜間に、作業を行うにあたっ
ては、事前にその理由を監督員に連絡しなければならな
い。

ただし、現道上の工事については書面により提出しな
ければならない。

土木工事共通仕様書

21
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週休２日工事実施要領

1-1-2-7 建設工事事故に関する対応について

土木工事共通特記仕様書

18

施工計画書における「緊急時の体制及び対応」について、発注
機関の公用携帯番号等を連絡体制図に夜間・休日の連絡先として
記載すること。

建設工事事故（公衆災害、労働災害（熱中症含む）、もらい事
故）が発生した場合は、応急措置及び二次災害防止等の安全確保
をおこなうとともに、夜間・休日に関係なく、直ちに監督員に連
絡すること。

なお、所轄の警察署及び労働基準監督署にも速やかに連絡する
こと。

【お願い】
（勤務時間外でも）発注者（監督員）にただちに通報を!
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週休２日工事実施要領

発注者の連絡先に、昼
間と夜間休日の電話番
号（公用携帯番号等）
を併記

発注者

和歌山県○○振興局建設部
○○課　担当○○

ＴＥＬ　０７３-○○○-○○○○
FAX　０７３－×××－××××

夜間休日の連絡先
０９０－△△△－□□□□

施工計画書（記載例）

38
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週休２日工事実施要領

1-1-2-22 労働基準監督署から書面による指導を受けた場
合の対応について

土木工事共通特記仕様書

20

労働基準監督署から是正勧告等の書面による指導を受けた場合
は、速やかに監督員に報告しなければならない。

報告していなかったことが確認された場合

工事成績評定の法令順守等にて（－３）点
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工事現場の安全管理確認について

39
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週休２日工事実施要領発注者による工事現場の安全管理確認について

・安全管理チェッ
クリスト（簡易
版）で、監督員等
が現場確認を実施
することがあり、
不備があれば指導
します。
・受注者は安全指
針等を遵守する必
要があります。

40
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週休２日工事実施要領事故の再発防止について

４１

○発生事故の詳細を作業区分別に県HPに掲載

○掲載内容と同様の作業が見込まれる工事につ
いては、施工計画書に、類似の工事における再
発防止の観点からの周知事項等が反映されて
いるか確認すること。

・説明の抜粋
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３．土木工事等における建設現場の

遠隔臨場の実施について
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

43

和歌山県の遠隔臨場

令和７年１０月に「土木工事等における建設現場の遠隔臨場に関
する実施要領（案）」を制定

令和７年１１月１日から受注者希望型で実施

実施件数については、増えつつあるが普及していない。

令和８年１０月１日以降に入札公告を行う工事より遠隔臨場（発注
者指定型）を実施。
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

44

概要

【対象工事】 県土整備部が発注する全ての工事において受注者希望
型または発注者指定型のいずれかを特記仕様書に明記

【適用範囲】 所定の機能を有する遠隔臨場の機器を用いて、「土木工
事共通仕様書」に定める「段階確認」「材料確認」「立会」
を実施する場合に適用

【工種、確認項目】
「土木工事等における建設現場の遠隔臨場に関する実施要
領（案）」に記載
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

45

県発注工事で実施された項目と効果①

①コンクリート搬入時の立会
コンクリート搬入時の立会を実施する場合、監督員の始業時間や現場までの移動時間を
考慮して立会時間を設定するため、監督員が現場に到着するまでの間、受注者には待
ち時間が発生する。
遠隔臨場の場合、監督員の移動の必要がない分、受注者の待ち時間を削減できる。
夏季などは、午前中の気温の低い時間に作業を進められるため、暑さ対策にも有効とな
る。

②仮設工の立会
大型土のうや敷き鉄板の設置などは、作業の進捗により完了時の立会の時間が見込め
ず、受発注者のどちらかに待ち時間が発生することが多い。
遠隔臨場の場合、完了時に監督員に連絡すれば、すぐに確認が可能となり、スムーズに次
の工程に進める。作業完了が夕方になっても、その日のうちに監督員の確認が可能なた
め、翌日朝一から次の工程に着手できる。
その他、立会ではないが、作業しながら現場に合わせて仮設材の増減など協議ができるこ
とから、作業の手戻りが少なくなる。
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

46

県発注工事で実施された項目と効果②

③コンクリートの破壊試験
立会内容が画面を通して確認できる内容である。立会が短時間であることから、遠隔臨
場が容易にできる。

④県外での工場検査
愛知県での工場検査を遠隔臨場で行った事例がある。
工場までの移動時間が長くなるため、日程調整を早期に行う必要があるが、遠隔臨場
の場合は、直前でも日程調整が可能となる。

⑤橋梁塗装の塗膜検査
受発注者が足場を歩く必要があり、一人ずつ順に梯子の昇降をするなど現場内の移動
に時間がかかる。遠隔臨場で立会を行い、現場内の移動人員が最小限にすることで移
動時間の短縮が可能。
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

47

その他の効果

①現場立会の場合、約束した時間に現場入口などで待ち合わせして、立会箇所まで移動
する。
遠隔臨場の場合は、約束した時間に立会が開始できる。

②狭小な現場でも、発注者の車の駐車場所の確保が不要。

③急な立会時間の変更にも、調整が容易。

④年度末などの受発注者ともに多忙な時期にでも、移動時間を短縮できるため、時間調
整が容易になる。

⑤発注者の移動時間がない分、昼前、夕方など作業完了直後に立会が可能なため、午
後から翌日から次の作業開始が可能で、作業工程が組みやすい。
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

48

遠隔臨場の実施に向けて

最後に・・・

・受発注者ともに「土木工事等における建設現場の遠隔臨場に関する実施要領（案）」 に
基づいた遠隔臨場を実施することが不安だという意見がある。

・まずは、画面を通じて可能な内容の協議等をテレビ電話で実施。

・画面を通しての協議に抵抗がなくなってきたら、可能な項目から要領に基づいた遠隔臨場
を実施。
遠隔臨場の実施に抵抗がある項目については、従来の立会で実施。

・遠隔協議におけるテレビ電話の方法としては、情報共有システムのオプション機能の以外
に、日常使用して
いるテレビ電話ツールを用いるなど、受発注者間での協議により決定

可能な項目から、少しずつ遠隔臨場を取り入れてみてください。
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4．入札制度の一部見直しについて
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情報共有システム（ＡＳＰ方式）とは

38

発注基準額の引き上げについて

ランク 総合点数 地域要件 予定価格

1億円以上 1.2億円以上 県内一円
事
後

公
表

5000万円以上
1億円未満

6000万円以上
1.2億円未満

3ブロック

3000万円以上
5000万円未満

3600万円以上
6000万円未満

6ブロック

（

事
後
公
表
）

調
査
基
準
価
格

（

事
後
公
表
）

最
低
制
限
価
格

C 750～879
600万円以上
1500万円未満

600万円以上
1800万円未満

D ～749 600万円※未満

1800万円以上
3600万円未満

建
設
部
・
事
務
所
単
位

最
低
価
格
落
札
方
式

600万円未満

発注基準額（予定価格の税抜き）
入札方式

ダンピング
対策

A 1000～

総
合
評
価
落
札
方
式

事
前
公
表

B 880～999
1500万円以上
3000万円未満

現行 変更

●土木一式工事における発注基準額
・近年の物価・労務費上昇により急激に工事費が変動（1.18倍（R2→R6の比較））

→ 従前の格付けに見合う発注が可能となるよう発注基準額を引き上げ

※Ｄランクは令和6年度に500万円未満から600万円未満に引き上げ済
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発注基準額の引き上げについて

ラ
ン
ク

総
合
点
数

総
合
点
数

総
合
点
数

1億円以上 1.2億円以上 1億円以上 1.2億円以上 1億円以上 1.2億円以上
事
後

公
表

3000万円以上
1億円未満

3600万円以上
1.2億円未満

3000万円以上
1億円未満

3600万円以上
1.2億円未満

3000万円以上
1億円未満

3600万円以上
1.2億円未満

建築一式 管 電気
発注基準額（予定価格の税抜き）

519
～

800万円未満 1000万円未満

～
660

ダ
ン
ピ
ン
グ

対
策

総
合
評
価
落
札
方
式

事
前
公
表

659
～

520

800万円以上
3000万円未満

1000万円以上
3600万円未満

入
札
方
式

予
定
価
格

発注基準額（予定価格の税抜き）発注基準額（予定価格の税抜き）

800万円以上
3000万円未満

1000万円以上
3600万円未満

800万円未満 1000万円未満

A

最
低
価
格
落
札
方
式

C
599
～

1000万円未満

B
699
～

600

1000万円以上
3000万円未満

1200万円以上
3600万円未満

689
～

580

579
～

～
700

～
690

1200万円未満

（

事
後
公
表
）

最
低
制
限
価
格

（

事
後
公
表
）

調
査
基
準
価
格

現行 変更 現行 変更 現行 変更

●建築一式、管、電気工事における発注基準額

・舗 装 工 事 ： 予定価格（税抜き） 1,800万円以上 （今までは予定価格（税抜き）1,500万円以上 ）
・その他の専門工事： 予定価格（税抜き） 3,600万円以上 （今までは予定価格（税抜き）3,000万円以上 ）

●その他の工事における総合評価落札方式を適用する対象額

県土の強靱化推進のため、予定価格（税抜き）1億2,000万円以上2億円未満の工事について、予定価格の事前公表、
総合評価落札方式における特別簡易型の適用、入札公告期間の短縮等の取扱いができることとします。
ただし、災害復旧工事以外で、工事内容が水門工事（鋼構造物工事）、橋梁上部工事（ただし、補修・補強工事のうち橋
梁付属物などの簡易な工事は除く。）、その他高度な技術力を要する工事等は除く。

●緊急に実施すべき事業における入札執行の措置
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総合評価落札方式における評価項目について

・工事成績の上昇 H20平均点 69.8点 → R6平均点 76.6点 （全業種平均）
・土木Aランクでは大部分の工事（92％）において工事成績が75点超

→ 土木Aランク工事の評価基準の上限を 75.0点 → 78.0点 へ引き上げ
（土木Bランク、その他の業種については、検討中）

変更現行

配点評価基準配点評価基準評価内容
1点78点以上1点75点以上

過去4年間
の工事成
績の平均

値

0～0.9点
68点以上
78点未満

-1～0.9
点

55点以上
75点未満

0点
65点以上
68点未満

-1～-0.1点
55点以上
65点未満

-1点55点未満-1点55点未満

(評価点)

(平均点)

１．０

０

－１．０
５５ ６５ ７５

０．７

７８６８

例：実績が 1 件で工事成績が 74点の場合、0.6 点の
配点となる。
1.0×(74－68)／10＝0.6

例：実績が 3 件で工事成績の平均値が 70 点の場合、
0.2 点の配点となる。
1.0×(70－68)／10＝0.2

●過去４年間の工事成績の平均値
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総合評価落札方式における評価項目について

●「県産品、リサイクル製品」及び「県内開発建設技術」の積極利用
これまで本設資材（直接工事費で計上）に限定していた評価対象資材に、ロードコーン、工事看板等の仮設資
材や紀州材製品も評価対象に加え、更なる県産品等の利用を促進。

また、上記評価に伴い全ての工事において県産品の提案が可能となることから、過去の使用実績の評価を廃
止。

0.5

1.0

1.0

0.0

0.1

0.1

0.0

1.0

(3)県産品、リサイ

クル製品の積極利

用

県産

品・リ

サイク

ル製

品

県内

開発

建設

技術

①

②過去１年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リ

　　サイクル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同

　　業種の工事の件数が

    １件以上あり

③仕様書に明記している県産品を全数使用した上で、仕様

　　書に明記していない県産品建設資材または県産認定リ

　　サイクル製品を１品目全数使用を提案

④上記①②③以外

過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県産品、リサ

イクル製品」による加点評価（2.93点以上）のあった同業種の

工事の件数が

５件以上あり

同　２件以上５件未満

⑤過去３年間に工事成績評定結果通知書により「県内開発

　　建設技術の使用」が有となっている同業種の工事の件

　　数が

　　1件以上あり

⑥「県内開発建設技術」を1品目全数使用を提案

⑦上記⑤⑥以外

上記以外 0.0

県内

開発

建設

技術

④

「県内開発建設技術」を1品目全数使用を提案 0.1

②

上記①の提案に加え、「けんさんぴん登録資材」または「県産認

定リサイクル製品」の中から1品目全数使用を提案
0.1

上記以外 0.0

③

上記①の提案に加え、「けんさんぴん登録資材」または「県産認

定リサイクル製品」の中から紀州材0.1m3以上の使用を提案
0.1

上記以外 0.0

(3)県産品、リサイク

ル製品の積極利用

県産

品・リ

サイク

ル製

品

①

見積用参考資料（金抜き設計書）に「県産品」または「県認定リサ

イクル製品」と明記している県産品建設資材の全数使用を提案
0.8

上記以外 0.0

現行 変更

新たに評価対象とする仮設資材と紀州材を使用した県産品（例）

ロードコーン（県産品） コーンバー（県産品） 紀州材の工事看板（県産品）
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総合評価落札方式における評価項目について
提案対象となる建設資材区分

評価基準① 評価基準② 評価基準③

建設資材名が記載されているもの

県産品又は県認定リサイクル製品の明記あり ○ （例）生コン、RC、木製Gr

○ （例）コンクリート２次製品

○ ○ （例）間伐材二重井桁、木工沈床

○ （例）仮設ヒューム管、仮設重圧管

○ ○ （例）仮設木製横矢板

建設資材名が記載されていないもの

○ ○ （例）型枠（紀州材）、足場材

○ ロードコーン、コーンバーに限る

○ ○
木製工事看板、木製標示板、木製バリ
ケード、丁張に限る

具体的な建設資材対象となる評価基準
見積用参考資料（金抜き設計書）における

記載、計上方法

県産品又は県認定リサイクル製品の明記なし（直接工事費に計上されているもの）

本設資材

仮設資材

共通仮設費に含まれている仮設資材

直接工事費に含まれている仮設資材

建設
資材

※監督員の履行確認
「県産品、リサイクル製品」及び「県内開発建設技術」の積極利用の履行を確認する資料は以下のものとする。

・提案した建設資材（製品等）の使用量を記載した施工計画書
・当該工事で購入したことがわかる納品書や紀州材証明書等若しくは入札書提出日の1年前から入札書提出日

までに購入したことを証明する納品書や紀州材証明書等
・監督員等の臨場により現場確認したことを証明する打合せ簿

ただし、監督員等が臨場できない場合は提案した建設資材（製品等）や紀州材の使用量の全数及び寸法を確認で
きる工事写真等上記により履行確認ができない場合は、工事成績において最大で文書注意の－８点とする。
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総合評価落札方式における評価項目について
●「県産品、リサイクル製品」及び「県内開発建設技術」の積極利用評価基準

に係るQ&A 
Q 「入札書提出日の１年前から入札書提出日までに購入したことが証明できるものに限る」とありますが、技術提案提出

時には１年以内に購入したことがわかる納品書等を提出すれば良いのでしょうか？

A 当該工事における購入や入札書提出日から１年以内に購入したことを証明する納品書等は、技術提案提出時ではなく、
契約後に履行確認することとしています。

Q 型枠や足場材について、下請業者が購入する場合も評価対象になりますか？

A 今回工事の受注者が購入する又は購入したものを評価対象とするため、下請業者が購入する又は購入したものは評価
対象になりません。契約後、購入者名や日付が記載されている納品書等で履行確認します。また、過去に購入したもの
は、入札書提出日の１年前から入札書提出日までに購入したものであれば評価対象となります。

Q 技術提案提出時に紀州材証明書の添付は必要でしょうか？

A 紀州材証明書は、技術提案提出時ではなく、契約後に監督員へ提出することとしています。

Q 技術提案提出時の紀州材使用量が0.1m3以上の数量計算書については様式等あるのでしょうか。また、数量計算書
に書かれた数値の根拠書類の提出は必要でしょうか。

A 数量計算書については任意の様式で構いません。なお、技術提案提出時に数値の根拠書類の提出は必要ありませんが、
契約後は履行確認のため、数値の根拠書類は必要となりますので施工計画書提出時に提出してください。
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総合評価落札方式における評価項目について
●「県産品、リサイクル製品」及び「県内開発建設技術」の積極利用評価基準

に係るQ&A 
Q 以下を提案した場合は評価対象になりますか。

・型枠前面のパネルは通常のコンパネ（県外品）で裏で抑えるさん木の み紀州材を使う場合
・足場の骨組みは通常の鋼材で、足場板のみ紀州材で提案あった場合

A 評価基準②においては、型枠工におけるさん木や足場工におけ る足場板など工法の部分的な資材の使用提案は対
象としません。 ただし、けんさんぴん登録している製品としての型枠であれば評 価基準②の評価対象となります。
また、上記の場合でも「けんさんぴん登録資材」又は「県産認 定リサイクル製品」の中から、紀州材のさん木や足場板
を0.1m3 以上使用する場合、評価基準③で提案すれば評価対象となりま す。

Q 提案する建設資材の使用量は施工計画書にて記載し履行を確認するこ ととなっていますが、技術提案の時点では使
用量の記載を求めないとい うことでよろしいでしょうか。

A 評価基準②では１品目全数使用としており、技術提案の時点で は、使用量の記載を求めていません。 評価基準③で
は紀州材使用量が0.1m3以上を示す数量計算書の 提出を、技術提案の時点で求めています。

Q 「①の提案に加え、「けんさんぴん登録資材」又は「県産認定リサイ クル製品」の中から・・・」とあるが、評価基準①で提
案した内容は評 価基準②、③でも提案できますか。

A 評価基準②、③は見積用参考資料（金抜き設計書）に「県産 品」または「県認定リサイクル製品」と明記していない建設資
材 について「けんさんぴん登録資材」又は「県産認定リサイクル製 品」の中から１品目全数使用を対象としており、評価
基準①で提 案した内容は対象となりません。
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